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～「Post／Withコロナ時代のニュー・ノーマル」を見据えて～
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AI・IoT技術の時代にふさわしい特許制度の在り方
中間とりまとめ（概要）
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第２次地域知財活性化行動計画（概要）

オープンイノベーション促進のための
モデル契約書ver1.0（スタートアップと大企業）

経済のデジタル化・テレワーク化に対応する特許庁行政の在り方
～新型コロナウイルスの影響を踏まえて～

Post／Withコロナ時代のニュー・ノーマル

新型コロナウイルスの知財活動等への影響
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２

本日の流れ
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Post／Withコロナ時代の
ニュー・ノーマル

デジタル化の加速

知財の保護と利用のバランス



特許庁 3

「知的財産推進計画２０２０」について
全体としてのポイント

価値デザイン社会 (2018年 知財戦略ビジョン)

Society5.0 （2016年 第5期科学技術基本計画)

多様な個性が能力を発揮しながら(脱平均)、様々な新
しい価値を創出して発信し(融合)、共感を得る社会

サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させた
システムにより経済発展と社会的課題の解決を両立

上記を指針に、推進計画を検討

新型コロナ以前：目指す社会像(指針)

新型コロナ
リモート化
テレワーク、
ウェブ会議等

オンライン化
ショッピング等

協働・共創
自発的な特許
無償開放等

ポスト・コロナ
の知財戦略

デジタル化の加速

文化産業に対する支援
知財の保護と利用
のバランス

AI・データの利活用推進

各取組を実証実験と見立
て,左記指針の実現へ加速

行動変容
集会の制限等

「知財推進計画2020」：ニュー・ノーマルと知財戦略
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デジタル化の加速
経団連「新型コロナウイルス対策に関する緊急提言」（2020年3月30日）

 新型コロナウイルス対策として、DXへの集中的投資と「Society5.0」の
実現を急ぐ必要性を強調しており、スタートアップへの投資も取り組む
べきテーマとして挙げている。

Society 5.0の実現に向けた未来社会への投資

デジタル化 スタートアップ

 デジタル・ガバメントの推進
 医療（ヘルスケア）分野のデジタル化
 EdTechの普及
 データ利活用の基盤整備
 デジタル技術活用による物流の省人
化・最適化の推進

 スマートシティモデル事業への大胆な
予算措置

 起業環境の整備。
 大企業とスタートアップの連携促進
に向けた施策展開。

 公共調達等の拡大、海外展開支援の
強化、起業家人材の育成、コーポ
レートベンチャーキャピタル（ＣＶ
Ｃ）の拡大・継続、海外ベンチャー
キャピタルからのリスクマネー獲得
拡大に繋がる効果的支援。

 スタートアップ情報データベースの
整備。



デジタル化の加速
各種デジタル基盤へのニーズ拡大
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デジタル化の加速
ＶＲ／ＡＲ市場の拡大
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デジタル化の加速
リモートサービスの加速



8

医療、教育関連でサービス無償提供するスタートアップが増加
 遠隔医療スタートアップへの投資が増加

デジタル化の加速
医療、教育のリモートサービスの加速

（出所）各所プレスリリースよりINITIAL編集部作成（2020
年4月1日現在、無償提供が終了しているサービスも含む。）

●遠隔医療
1～3月期の遠隔診療の調達活動は過去最高の水準を記録。遠隔

診療スタートアップの調達件数は前四半期比で約2倍の103件に
達し、調達額も3倍近くに増えた。

（出所）日本経済新聞「医療スタートアップ投資、コロナ下で伸びる4分野」
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO59624370X20C20A5000000/

17年4～6月期から20年1～3月期の遠隔診療の調達額と件数
調達件数が
倍増し過去最
高に

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO59624370X20C20A5000000/
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「遠隔テック」ビジネスを展開する企業が増加
日本ベンチャーキャピタル協会は、遠隔医療、オンライン教育、AI・IoT、
ヘルスケア、ロボット、AR/VR等の「コロナと戦う」「ポストコロナ社会を
構築する」ベンチャーリスト公表。

クラスターの仮想空間で
セミナーや展示会を開く
企業向けサービス

デジタル化の加速
Post/withコロナを見据えた、遠隔テックビジネスが増加
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デジタル化の加速
新型コロナ後のデータインフラ強化の必要性
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デジタル化の加速
地域展開の動き ～地方勤務に積極的な若者の増加～



デジタル化の加速
企業のテレワークにおける課題

12
（出所）IT Leaders「64.2％がテレワーク中に紙書類の確認や捺印などでやむなく出社─アドビ
が実態調査」（2020年3月5日）

テレワークの導入が急速に進むが、判子や紙書類の確認等で出社を余儀なく
されるなど、まだ多くの課題が残る。

12



 1990年に世界で初めて特許の電子出願受付開始。意匠・商標含め高い電子出願
率を実現しているが、なお電子申請できない(紙の提出を要する)手続が残存。

 緊急事態宣言期間中、特許審査官は原則週4日のテレワークを実施。しかし審査
業務システムやテレビ会議システムは庁舎内でしか利用できないため、非公開
資料に基づく審査や出願人等とのテレビ面接は出勤時に庁舎内で実施。

 経済のデジタル化、リモート化の一層の進展を見据え、申請手続等の一層のデ
ジタル化及び審査業務のリモートアクセス環境の整備を進め、利用者の利便性
や、審査業務の生産性・レジリエンスの向上を図る必要がある。

庁舎内の業務環境 テレワーク環境

・審査業務システムにアクセス不可
・出願人とのコミュニケーション困難

特許庁

デジタル化の加速
特許庁におけるデジタル化・リモート化への対応状況と課題
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・審査業務システムへのアクセス
・コミュニケーション手段の充実

(専用テレビ会議システム等)

・申請手続等の一層のデジタル化ニーズ
(一部に電子申請不可の手続が残存)
・コミュニケーションニーズの変化
(テレビ面接等による柔軟な対応)



デジタル化の加速
Post/withコロナで異業種間連携が増加

特許庁 14

既存の枠を超えた発想が必要ないま、スタートアップとの協業がカギ
柔軟性あるスタートアップが、加速するDXに強い

（出所）デロイト トーマツ ベンチャーサポート株式会社 「Withコロナ時代のイノベーション戦略 ～大企業等300名緊急アンケート結果から考える～」（2020年5月）
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デジタル化の加速
オープンイノベーション推進に向けた動き

（出所）日本経済新聞「対コロナの総力戦、競合も異業種も連携プレー」
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO58741550R00C20A5
X11000/

 対コロナで、グローバルに同業
種・異業種が連携

 東京大学、理化学研究所、日医
工、第一三共による新型コロナウ
イルス感染症（COVID-19）治療
に向けたナファモスタット吸入製
剤の共同研究開発に関する基本合
意（6月8日）

特許庁

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO58741550R00C20A5X11000/


知財の保護と利用のバランス
新型コロナウイルスをめぐる国内外の知財関連の動き
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• COVID対策支援宣言、国内大学でも特許等の無償開放・解析支援等の動き
• INPITが開放特許情報DBにて、COVID対策支援宣言関連のリストを公開

WIPO

国内

海外
• 米・Open COVID Pledge（特許の無償提供の枠組。IBM、HP、Microsoft等）

• 米・USPTO「Patent 4 Partnership」（ライセンス可能な特許等リストを提供）

• COVID-19に関するイノベーションの取組をサポートするPATENTSCOPE
データベースの新しい検索機能を開始

• 新型コロナウィルス流行へ対応する加盟国のIPポリシー情報を追跡する
ツールを発表
G7

• 6月のG7にて、安倍首相がワクチンや治療薬が各国に普及するよう特許権を
国際的に一元管理する「特許権プール」の創設を提案方針

特許庁



（参考）価値創造企業に関する賢人会議 中間報告
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• デジタル化により、場所的規模的な制約が消失。
市場の動きに応じたイノベーションに中小企業が応えうるプ
ラットフォームの出現

• 若者の地方回帰
地域での勤務・地方への移転の期待が拡大

➡規模拡大や事業組替えをしようとする成長志向の事業者を重点化
• 地域未来牽引企業を核とした共創による関係地域企業との関係強化

(1)Post／Withコロナ時代のニュー・ノーマル
まとめ
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• デジタル化がさらに拡大
Post/Withコロナ時代のニュー・ノーマルに対応した特許制度
の在り方の検討が必要

各論１

各論２

• オープンイノベーション推進に向けて、スタートアップと大企業と
の対等な関係構築が必要

• 経済のデジタル化、リモート化に対応し、利用者の利便性を向上
し、かつ、審査業務の生産性やレジリエンス向上を図る取組が必要

各論３

各論４



総論（２）
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新型コロナウイルスの
知財活動等への影響

企業行動の変化
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特許出願件数等の変化（2019～）

月別特許出願件数 月別特許出願審査請求件数

-11.4%

 新型コロナウイルスの感染拡大（４月、５月）と共に、特許出願件数及び
出願審査請求件数は急減

2020年

（備考）国際特許出願件数については、日本国特許庁が受理官庁となっているものの件数。
（出典）特許出願件数、特許出願審査請求件数、国際特許出願件数については、特許庁データベースを元に作成

新型コロナウイルス感染者数については、WHO Situation reportより特許庁作成

月別新型コロナウイルス感染症新規感染者数
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出願件数等の見通し（ヒアリング調査）

特許庁 21

 各審査部（特許）にて、国内特許出願件数、審査請求件数、PCT出願件数に関する今後
の見通しについてヒアリングを実施。134者から回答あり。

 今後も出願等の傾向は「変わらない」見通しとの回答が多数を占めるが、審査請求件数
やＰＣＴ出願件数に比べて、国内出願件数については「減少する」見通しとの回答が多
い傾向。

0 20 40 60 80

増加
不明

減少(規模不明)
大幅に減少
少し減少
変わらない

出願件数に関する予測

一部 二部 三部 四部
0 20 40 60 80 100

審査請求件数に関する予測

一部 二部 三部 四部
0 20 40 60 80

ＰＣＴ出願件数に関する予測

一部 二部 三部 四部

ヒアリング調査結果

国内特許出願件数 審査請求件数 PCT出願件数
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リーマンショック後の研究開発投資

23特許庁



特許出願件数の推移（リーマンショック前後～）
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 リーマンショック後、2008年から2009年にかけて出願件数が大きく減少し、その後横ばい。
 中小企業について見ると出願件数の減少は2011年まで継続し、より影響が深刻。

特許庁



リーマンショック後の意識変化
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• 2010年5月、特許庁への出願件数上位200社などを対象にした出願動向アンケート調査を実施
• 2009年の国内出願は2年前の2007年と比較して減少とした企業が全体の65％、審査請求につい
ても同68％。特に審査請求は、非常に減少したとする企業が50％を超え、増加したとする企業は
ほとんどなし。

• 他方、国際出願については、国
内出願同様減少してはいるが、
その企業の割合は国内出願より
小さく、PCT出願と対中国向け
については増加したと答えた企
業が約20％。

• 国内出願件数が減少した理由に
ついては、先行技術調査の強化
による質の高い特許を⽬指し出
願を厳選したとするものが50
社、出願のノルマ制廃⽌・企業
戦略上必要なもののみ出願する
という理由をあげるものが、
20社。業績悪化が契機になっ
たとしても、権利行使に耐える
強い特許や、自社事業に不可⽋
の重要な特許に絞った出願をす
るようになったことが伺える。

不可欠の特許
に厳選

業績悪化が
理由

（出所）久貝卓「リーマンショック後の企業の知財活動－特許出願上位企業へのアンケート調査から－」25
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各庁開庁日数あたりの特許出願件数の増減率（前年同月比）と人口10万人あたりの新規感染者数（月ごと）

新型コロナウイルスの感染拡大と特許出願件数

１月

２月

３月

（備考）縦軸は各庁開庁日数あたりの特許出願件数の増減率（年によって春節のある月が異なることによる影響を取り除くため）。
（出典）特許出願件数については、各国ウェブサイト、特許庁データベースを元に特許庁作成。新型コロナウイルス感染者数については、WHO Situation reportより特許庁作成。

 新型コロナウイルスの感染拡大と共に特許出願件数は急減。各国において、新型コロナウイル
スの収束と共に特許出願件数は回復傾向。
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業況先行き見通しは、大企業が改善、中小企業が悪化
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（出典）日銀短観データ（2020年6月）より特許庁作成。

中小企業
非製造業

製造業

非製造業

 先行き見通しは、大企業・中小企業ともに、3月→6月で大幅に悪化。
 9月見通しは、大企業が若干改善傾向であるのに対し、中小企業は、なお悪化傾向。

日本銀行短観の業況判断指数
（先行き見通しは破線）

特許庁



（参考）地域の中小企業支援の必要性

28特許庁



• リーマンショック時の影響は、中小企業において、より深刻・
長期化した。

• 新型コロナウイルス感染拡大に伴う影響も、中小企業において、
より深刻な見通し。
中小企業に対する手厚い支援が必要

（２）新型コロナウイルスの知財活動等への影響
まとめ

29

• 新型コロナウイルスの感染拡大に伴い特許出願件数及び出願審査請求件数は
急減したものの、ポスト・コロナ時代を見据え、他国に遅れを取らないよう、
適時の特許出願活動が求められる。

各論２

特許庁



特許庁
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